
”ひとも　まちも　自然も輝く　光と緑とほたるの町”　づくりを進めるため、「辰野町人事行政

の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、職員の任用、給与、服務等について平成

２６年度（一部平成２５年度）の概要を公表いたします。（給与関係は総務省の地方公団体

給与情報システムより、細部がご覧いただけます。）

　（１）　採用状況 （平成26年4月1日　～　平成27年3月31日）

　（２）　退職状況 （平成26年4月1日　～　平成27年3月31日）

　（３）　職員等の状況（各年度４月１日現在）

　平成２６年度一般会計の人件費の決算額は１３億３，０５９万円です、歳出合計の１４．８％を

占めています。

消防士
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平成26年度 　町の人事行政運営等の状況

１　任免及び職員数の状況

（単位：人）

職　種 事務職等 保育士 学校 保健師

その他

辰野病院 その他 計

人数 3 5 0 1 2

29

0 20

職　種 事務職等 保育士 学校 保健師 消防士 辰野病院

教育関係

計

人数 7 4 2 1 0 9 6

25

計

26年度 73 75 26 174

部　門
一般行政

（福祉関係除）
福祉関係

29 193

168

部　門
公営企業等
会計部門

消防 計

25年度 70 73

26年度 161 29 190

25年度 164

　２　給与の状況



　（１）　級別職員の状況（一般行政職）

　（２）　職員給与費の状況（企業会計、消防除く）

　（３）　職員の平均給料、給与、年齢の状況（給与実態調査より４月１日現在）

①　一般行政職　　

年度

②　技能労務職

年度

　（４）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（Ｈ26.4.1現在）

４級 ５級 ６級

計
上級係員

係長
担当係長
専門員

課長補佐
総括係長

総括担当係長
総括専門員

課長

総括課長補佐

（単位：人）
区　分 １級 ２級 ３級

総括課長
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職務 係員

11126年度 19 10 32 31 9

(千円）

区　分
職員数

給与費
１人当給与費

給料 職員手当 期末・勤勉
（Ｂ/Ａ）

26年度 174 560,147 73,716 212,857 846,720 4,866

国

区　分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

計（Ｂ）
（Ａ）

421,368 円 43.4
26

辰野町 304,900 円

長野県 335,401 円

円 41.8 歳

335,000 円

341,097 円 42.6 歳

歳

平均給与月額 平均年齢

類似団体 312,255 円

歳

361,463

408,472 円 43.5

円

長野県 331,881 円

国

区　分 平均給料月額

287,992 円

315,361 円 49.3 歳

歳

387,064 円 51.2 歳

291,592

326,611 円 50.1

円 49.8 歳

区　分 経験年数10～15年 経験年数15～20年 経験年数20～25年

類似団体 275,080 円

26

辰野町 290,400

円

短大卒 269,600 円

高校卒 222,900 円

357,500 円 358,100 円

288,200 円 308,900 円

346,300 円 337,500 円

一
般
行
政
職

大学卒 264,200



　（５）　初任給の状況（Ｈ26.4.1現在）

　（６）　職員の手当の状況（Ｈ26年度）

①　期末・勤勉手当

※　職務の等級による加算措置あり

②　特殊勤務手当　（一般職）

③　その他の手当

④　退職手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

※　Ｈ２６年度に退職した職員に支給した額

区　分 辰野町 長野県

円 178,800 円

高校卒 140,100 円 144,500 円

長野県
期　別 期　末 勤　勉 期　末 勤　勉

一
般
行
政
職

６月期 1.225 月分 0.675 月分

区　分 辰野町

大学卒 172,200

1.225 月分 0.675 月分

１２月期 1.375 月分 0.825 月分 1.375 月分 0.825 月分

計 2.60 月分 1.50 月分

支給総額
内容

税務手当は支給あり。保健指導手当、感染症防疫
手当、行路病人同死亡人取扱手当は支給なし489 千円

月分 2.60 月分 1.50

区　分 手当の説明 国との異同 異の内容

扶養手当  扶養親族のある職員に支給 同

住居手当  借家に居住する職員に支給 同

通勤手当
 通勤のために交通機関、
 車等で通勤する職員に支給

異 国より細分化

区　分
辰野町 国

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

27.025

勤続25年 30.82 36.57 30.82 36.57

勤続20年 21.62 27.025 21.62

52.44

最高限度額 52.44 52.44 52.44 52.44

勤続35年 43.7 52.44 43.7

特別昇給 定年前早期特別措置2～20%加算 定年前早期特別措置2～45%加算

平均支給額 14,996 千円



⑤　ラスパイレス指数の状況

　職種、学歴、経験年数などによる職員構成の給与上の差を考慮して、給与水準の高低を見

る方式です。国を１００として比較していますので、辰野町は国より低い水準です。

⑥　特別職の報酬等の状況

①　勤務時間、休憩時間の状況　（交代勤務除）　

②　年次休暇の取得状況（平成26年1月1日～平成26年12月31日）

③　育児休業の取得状況 （H26年度に新たに取得した者・全職員対象）

年　度 ラスパイレス指数

26 93.4

25 91.9

区　分 給料月額 期末手当

給
料

町長 771,900 円

2.9 月分

副町長 623,100 円

教育長 502,200 円

報
酬

議長 309,000 円

副議長 248,000 円

議員 227,000 円

　３　勤務時間、その他の勤務条件の状況

勤務時間
休憩時間 週休日・休日

始業時間 終業時間

午前８時３０分 午後５時１５分
　午後０時から
　　　　　　   午後１時まで

土曜日及び日曜日祝日法
に規定する休日12月29日か

ら翌年1月3日まで

概　要 平均取得数 内　容

1年に20日付与（繰越最大20日） 4.8 日 一般職を対象

休業の種類 育児休業 女性

取得者数 3 人 3 人



①　分限処分

　職員の勤務実績がよくない場合や、心身の故障の場合に、免職、降任、休職または降給の

処分を行うことです。

②　懲戒処分

　法令等の違反や全体の奉仕者としてふさわしくない非行があった職員に、免職、停職、減

給または戒告の処分を行うことです。

①　職務専念義務免除の状況

　職員は、条例等に特別の定めがある場合のほかは、勤務中は職務に専念しなければなり

ません。ただし、「職務に専念する義務の特例に関する条例」により、研修を受ける場合や厚

生事業に参加する場合は、職務専念義務を免除されます。

　４　分限及び懲戒処分の状況

区　分 免職 休職 降任 降給
　勤務成績の不良

　適格性の欠如
　心身の故障 5

　刑事事件による起訴
　廃職過員

区　分 免職 停職 減給 戒告

　欠格条項該当

　職務上の義務違反又は職務怠慢

　法令違反

　５　職員の服務の状況

平成２６年度 承認数 内　容

　非行行為

職務専念義務免除

15人 団体代表者として交渉に当たる場合

66件 健康診断等

33件 研修等



①　職員研修の実施状況

②　勤務成績の評定の状況

①　福利厚生制度の状況

②　公務災害補償制度の状況

31 人

人 市町村職員研修センター

　６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

区　分 研修数 研修機関

一般研修 一般行政職員研修ほか 4 研修

6 研修 7 人

市町村職員研修センター

専門研修 法制執務研修ほか 15 研修 30

市町村職員研修センター

全体研修 スキルアップ研修ほか 8 研修 884 人 民間企業講師等

特別研修 政策形成研修ほか

評定回数 　１回
評定時期 　２月
評定対象者 　全職員（医療職、消防職を除く）
評定方法 　業績評価及び能力評価について、自己評価、１次評価、２次評価

　７　福祉及び利益の保護の状況

区　分 内　容

市町村共済組合 　人間ドック助成　66人　

安全衛生委員会 　職場巡視1回　定期健康診断受診　277人　

職員共済会 　職員研修事業　42人　元気回復事業　352人　環境整備事業　2回

件数 内　容

　不利益処分に関する不服申し立て 0 件

　８　公平委員会の報告事項

区　分 件数

　勤務条件に関する措置の要求 0 件

地方公務員災害補償基金長野 3 件 転倒による靱帯断裂・損傷、捻挫


